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日本学生支援機構貸与奨学金
「継続・辞退手続き」について

Ｑ．奨学生に採用されたら、卒業までずっと貸与を
受けることができますか？

Ａ．毎年１回、奨学金継続の意思を確認するために
「奨学金継続願」の提出が必要です。

その後、奨学金継続の可否を判断する「適格認定」
が行われます。

学業成績等の状況によっては、奨学生としての資
格を失う（＝「廃止」と言います）こともあります。



奨学金継続願について

「奨学金継続願」は次年度の奨学金継
続の意思を確認するための大切な願出
です。スカラネットパーソナル（Web
サイト）で入力します。

この願出の内容と日頃の学業成績等を
総合的に審査し、奨学金継続の可否が
判断されます。願出を提出しても必ず
継続して貸与されるとは限りません。



適格認定とは

人物 健康

学業成績 経済状況

適格認定の４つ基準

認定区分

認定区分 奨学金交付の取扱・指導 ４月以降の奨学金

廃止
奨学金交付の取り止め
大学を通じて「処置通知」の交付

振込無し

停止
奨学金交付の取り止め
大学を通じて「処置通知」の交付
学業成績の回復で復活する事もある

警告
奨学金の交付は継続
大学を通じて「処置通知」の交付 振込あり

令和６年４月１９日
継続

奨学金の交付を継続



入力の前に準備してください

 貸与額通知書
スカラネットパーソナルにて確認ください。

※未登録の方は登録が必要です。

 「奨学金継続願」入力準備用紙

※本日の説明会で配布しています。

なお、大学HPにも掲載予定です。各自必要な物を

プリントアウトして使用してください。

入力前に必用事項を全て記入してください。



奨学金継続願入力期間

入力期間
２０２３年１２月１５日（金）～
２０２４年 １月１５日（月）まで

（１２月２９日～１月３日を除く）

今年度からの変更点
※入力期間中に入力した内容をスカラPSから奨

学生ご自身で確認及び訂正することが可能です。

期限までに入力がない場合は、奨学金は廃止にな
り返還手続きが始まります。
次年度以降、奨学金の継続を希望しない場合でも
必ず手続きをしてください。



「奨学金継続願」入力準備用紙

大学HPに掲載のPDFをプリントアウト
して使用してください。

貸与奨学金・給付奨学金それぞれ入力
内容が異なります。

※入力は、貸与（第一種・第二種）給
付と奨学生番号毎に必要です。入力が
無い奨学生番号の奨学金については廃
止となります。



D－奨学金振込み継続の確認

 あなたは継続願を提出して引き続き

４月からの奨学金の振込を希望しますか？

○奨学金の継続を希望します

○奨学金の継続を希望しません

→辞退を希望する方はここまで入力をして

送信してください。

※４月以降の振込はありません。

なお、在学猶予の手続きをしないと

返還が始まります。



Ｅ－返還誓約書情報
変更訂正がある場合には、学生生活課の窓口での書類提出が
必要となります。

【人的保証】
 連帯保証人の情報
（漢字／カナ氏名・生年月日・続柄・住所）
 保証人の情報
（漢字／カナ氏名・生年月日・続柄・住所）
【機関保証】
 連絡先の情報
（漢字／カナ氏名・生年月日・続柄・住所）

※上記以外に変更がある場合は、貸与終了後に変更可能とな
ります。



Ｆ－返還の義務

○返還の義務を自覚している

○返還の義務を自覚していない

→４月以降の振込はありません



Ｇ－学業不振の場合の措置

 学業不振により卒業延期が確定している
（又は可能性が極めて高い）場合や、当該
年度の修得単位数が皆無の場合は、

「廃止」の処置となります。

○学業不振の場合の処置について理解している。

○学業不振の場合の処置について理解していない。

→理解していないを選択すると次の画面に進みま

せん。



Ｈ－経済状況

あなたの2022年12月から2023年11月

までの収入金額と支出金額を計算
※2023年4月入学者は2023年4月から

2023年11月を計算

 収入と支出の差額が自動表示されます。

 以下の場合は面談になります。

学部生は３６万円以上の収入超過

大学院生は４５万円以上の収入超過

 差額がマイナス(支出＞収入)の場合

→次の画面に進みません。



学費について

各自学費の振込書等の控えで確認してください。

入学金は新入生のみ、6)その他の項目に入れる

諸経費等含む学費
学部生入学金

１１１万円

新入生 ２０万円

1～３年生 ※設置校（北海道短大）からの場合、金額が異なります。

外国語学部・国際学部 １～3年生 １１６万円 大学院生入学金

工 学 部 １～３年生 １４５万円 新入生 １５万円

商学・経済学研究科 博士前期課程 １年生 ７５万円 ※学内進学の場合、金額が異なります。

言語教育研究科 博士前期課程 １年生 ７８万円

国際協力学研究科 博士前期課程
地方政治行政研究科 修士課程 １年生 ９４万円 ※「国による修学支援制度」を利用中の方

工学研究科 博士前期課程 １年生 １０４万円

※学内進学の場合、金額が異なります。

国際協力学研究科 博士後期課程 １年生 ９４万円

諸経費等含む学費

商学部・政経学部

次ページ”「国による修学支援新制

度」対象者減免後の金額算出方法に

ついてで確認してください。

学年学部・研究科



「国による修学支援新制度」対象者
減免後の金額算出方法について

－学 費－

１．学費（設問６－①または②、「１）学費」記入欄）

減免前の学費（表Ａ）から、授業料減免額（表Ｂ：前学期と後学期の支援区分の合計）
を引いた金額を入力してください。

※減免が前期・後期のいずれかの場合は、半期分のみを引いてください。

表Ａ（減免前の学費） 表Ｂ（授業料減免額）

前期 後期
第Ⅰ区分 ３５万円 ３５万円

１～３年生 １１１万円 第Ⅱ区分 ２３万円 ２３万円
第Ⅲ区分 １１万円 １１万円

工学部 １～３年生 １４５万円

例）工学部１年生で前学期は「第Ⅱ支援区分」であったが、後学期は「第Ⅰ支援区分」になった。

商学部
政経学部
外国語学部
国際学部

１～3年生 １１６万円

学費年額

１４５万円－（２３万円＋３５万円）＝８７万円 ※８７万円を入力する



「国による修学支援新制度」対象者
減免後の金額算出方法について

－入学金－

２．入学金（設問４－①または②、「６）その他」記入欄）

前期採用の１年生および新入編入学生のみ、減免前の入学金（表Ｃ）から
減免額（表Ｄ）を引いた金額を入力してください。

表Ｃ（減免前の入学金の額） 表Ｄ（入学金減免額）

入学金
１年生 ２０万円 第Ⅰ区分 ２０万円
編入生 １５万円 第Ⅱ区分 １３万円

第Ⅲ区分 ６万円

第Ⅰ区分 １５万円
第Ⅱ区分 １０万円
第Ⅲ区分 ５万円

減免額

１年生

減免額

編入生

※編入生は北短の場合の金額です



記述式は８割以上を記入する

 H－８．あなたの経済状況を具体的に

説明してください。

 Ｉ－１学生生活状況

授業の出席状況について、全部もしくはだいたい

出席した以外を選択した場合のみ記入

 Ｊ－１学修の状況

学修に対する取り組みの姿勢について、取り組みが

不十分だったを選択した場合のみ記入



受付番号を記録する

 「奨学金継続願情報一覧」の内容に誤りが
なければ、「送信」ボタンを押してくださ
い。送信後に提出内容を確認することはで
きません。

 送信後に「受付番号」が表示されますので、
必ず下書き用紙のメモ欄にメモを取ってく
ださい。

※「継続を希望しません」を選択した場合

でも受付番号が表示されます。



次年度初回の奨学金振込日

令和６年４月１９日の

予定です。
※通常の11日ではありません。



辞退又は廃止の場合

３月で貸与終了→１０月から返還開始

「在学猶予届」をスカラネットパー
ソナルより提出することで、在学中は
返還が猶予されます。提出期限は

４月１日～４月３０日です。

５月下旬から６月上旬の予定で、

返還に関する必要書類は配付します。



第二種奨学生で貸与を辞退する方

令和６年４月以降の奨学金を辞退する
第二種奨学生の「利率の算定方法」の
変更を希望する方は、下記の期日迄に
所定の変更届を提出してください。

令和６年２月１日（木）

人的保証の方は、連帯保証人、保証人の署名、実印
での押印が必要です。

また、それぞれの印鑑登録証明書の添付が必要です。



学生生活課からの確認
入力内容等で、質問をする場合があります。

収支差額が基準額（学部：３６万円、
大学院：４５万円）を超えている場合、内容
によっては指導対象者となります。
また、収支状況について確認が必要になること
もあります。入力準備用紙は保管しておいてく
ださい。

文 京 ０３－３９４７－７１９９
八王子 ０４２－６６５－１４６３

※電話番号の登録をお願いします。



最後に （給付奨学生 今後の予定）

●「在籍報告」について
令和６年４月に、在籍報告をスカラネットパーソナルで、

日本学生支援機構へ届け出てください。

届け出がない場合、給付金が停止となります。

※詳細は後日、Takudai Portal にてお知らせします。

･「授業料等減免申請書」について
令和６年３月にポータルに様式を掲示します。

指定日までに必ず学生生活課へ申請してください。

申請がない場合、減免することができません。

※詳細は後日、Takudai Portal にてお知らせします。

（授業料等減免は、文部科学省が実施する制度です。）
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